
～塩化ストロンチウム-89 の治療について～ 

 

塩化ストロンチウム-89（以下、本剤）は、骨性疼痛緩和のための放射性医薬品です。 

したがって、診療用放射性同位元素使用室あるいは放射線治療病室でしか投与（使用）すること

ができません。また、放射性医薬品の取扱い及び放射性医薬品による治療に習熟した医師によって

投与されます。 

本剤による治療及び患者の管理に関してご注意いただきたい点について記載しましたので、ご理

解いただきますようお願い申し上げます。 

 

１．ストロンチウム-89 の化学・物理的特性及び集積・疼痛緩和機序 

・ ストロンチウム-89は半減期50.5日で、β線（最大エネルギー1.49MeV）の組織中の飛程は平

均2.4mm（最大8mm）です。 

・ ストロンチウム-89 は骨ミネラル構成成分のカルシウム（Ca）と同族元素であり、造骨細胞

によるコラーゲン合成とミネラル化に依存して、骨転移部位（周辺）の造骨活性を有する部位

に集積すると考えられています。 

・ これにより、骨転移病巣はストロンチウム-89により局所に照射されるため、正常骨髄への被

ばくは骨転移部位の約1／10と少なく、また、ストロンチウム-89の単回静脈内投与で全身の骨

転移部位を照射することが可能ですので、多発性骨転移に有効です。 

・ 疼痛緩和機序については、腫瘍細胞、造骨細胞や破骨細胞に対しストロンチウム-89 からの

β線による直接的な効果と、この照射により造骨細胞からの産生が亢進された骨生化学的修飾

因子による間接的効果の、相互作用によるものと推察されています。 

 

2．ストロンチウム-89 の臨床的特徴 

2-1．疼痛緩和効果 

本剤の効果の発現は通常、投与後1～2週間後にみられます。奏効率は平均76％、非反応者は平

均25％（14～52％）、完全寛解率は平均32％（8～77％）、鎮痛薬の減量が71～81％でみられま

す。 

 

2-2．重要な副作用 

・ 5～15％の患者において、投与後3日以内に（稀に3週間以内に）、一時的疼痛増強（pain flare）

が発現する場合があります。通常は2～5日で消失しますが、必要に応じ鎮痛薬の増量など適切

な処置をお願いします。 

・ 骨髄抑制は、血小板及び白血球の減少が主で（投与前に比し20～30％の減少）、稀に、汎血

球減少症、貧血、あるいはより重篤な血小板減少が発現する可能性があります。 

・ したがって、本剤の投与前及び投与後に定期的に血液検査を行って骨髄抑制に関しモニター

をお願いします。（モニタリングは本剤投与後、原則として隔週毎に定期的に行って下さい。 

必要に応じより詳細な検査を推奨します。）骨髄抑制などの副作用がみられた場合には、 

観察を十分に行い、必要に応じ適切な処置をお願いします。 

 



 

3．臨床適応 

3-1．有痛性骨転移の緩和治療と本剤の位置づけ 

骨転移痛の緩和治療では、他のがん性疼痛と同様に、単に疼痛緩和の観点からのみならず、個々

の患者の病態や治療計画とともに、その患者の生活の質（QOL）や日常生活動作（ADL）などを総

合的に考慮して、鎮痛剤、抗がん剤等による薬物治療、放射線療法、及び外科療法などを用いた

集学的アプローチが重要です（図1）。 

WHO方式がん疼痛治療法では、主役は鎮痛薬薬物療法であるが、痛みによっては薬以外の治療

法を考えるべきで、骨転移痛では放射線照射の単独又は他の治療法との併用によって、痛みの著

しい緩和ないし完全消失が得られるのが普通であるとされています。 

がん性疼痛の原因療法である放射線療法は、骨転移の疼痛緩和の第一選択の手段とされます。

放射線治療には外部照射と放射性医薬品によるRI内用療法があります。外部照射治療で困難とさ

れている複数個所の骨転移に対して、RI内用療法は、1回の投与で、体内の骨転移部位に広く分

布し、治療可能とする特徴を有します。従って、特に外部照射では効率的な治療が困難な多発性

骨転移による疼痛緩和に適していると考えられます。 

本剤によるRI内用療法は、WHO式三段階除痛ラダーのいずれの段階においても、外部照射や薬

物療法などと効率的に組み合わせ、各治療の長所・短所を補完することにより、より質の高い骨

転移痛の緩和治療の選択手段として考慮されるべきものと考えられます（図2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本剤の臨床適応は以下のとおりです。「付録8. 適応候補患者チェックリスト」を用いて、適

切にご判断下さい。また、本パンフレット図4（7頁）に有痛性骨転移における非観血的疼痛緩和

療法における本剤の位置づけについて示します。 

 

 



 

3-2．効能又は効果 

固形癌患者における骨シンチグラフィで陽性像を呈する骨転移部位の疼痛緩和 

 

3-3．禁忌（次の患者には投与できません） 

(1) 重篤な骨髄抑制のある患者（本剤投与により重篤な骨髄抑制が増強される可能性がありま

す。） 

(2) 妊婦又は妊娠している可能性のある婦人（本剤投与による胎児への放射線の影響が発現す

る可能性があります。） 

 

3-4．その他の選択・除外基準 

その他、本剤による治療の選択・除外基準は以下のとおりです。（「付録8 適応候補患者チ

ェックリスト」参照） 

 

選択基準：（本治療を行う対象患者は、以下の基準をもとに決定する。） 

1) 組織学的及び細胞学的に固形癌が確認された患者。 

2) 骨シンチグラフィの取込み増加部位と一致する疼痛部位を有する患者。 

3) 非ステロイド性抗炎症薬（NSAIDs）又はオピオイドの投与により、疼痛コントロールが不

十分な有痛性骨転移のある患者。 

4) 本剤の臨床的利益が得られる生存期間が期待できる患者（余命が短くとも 1 ヵ月以上、

望ましくは3 ヵ月以上見込める患者）。 

5) 十分な血液学的機能が保たれている患者（化学療法後の最低値からの回復傾向を確認する

こと。（表1 の選択基準欄参照）。 

なお、米国核医学会ガイドラインにおける「望ましい検査値」を参考値として表1 の備

考欄に示した。 

 

表1．血液学的検査値による選択基準 

 選択基準 禁忌：重篤な骨髄抑制 備考1) 

NCI-CTC2)の目安 Grade 1 Grade 3-4 Grade 0 

血小板数(/mm3) ≧ 75,000 ＜ 50,000 ≧ 100,000 

白血球数(/mm3) ≧ 3,000 ＜ 2,000 ≧ 5,000 

好中球数(/mm3) ≧ 1,500 ＜ 1,000 －3) 

ヘモグロビン(g/dL) (≧ 9.0)４) ＜ 8.0 ≧10.0 

1） 参考値：米国核医学会ガイドラインにおける望ましい検査値。 

2） NCI-CTC：NCI 共通毒性規準。 

3） 米国核医学会ガイドラインで望ましい好中球数に相当する値は顆粒球数＞2,000／mm3。 

4） ヘモグロビン 9.0g／dL はNCI-CTC Grade 2 に相当。 

 

 

 



除外基準： 

1） 重篤な骨髄抑制のある患者。血液学的機能（血小板数＜50,000／mm3、白血球数＜2,000／

mm3、好中球数＜1,000／mm3、ヘモグロビン量＜8.0g／dL（NCI 共通毒性規準グレード3～4）

を目安とする。 

2） 前項に該当しない場合であっても、血液学的機能が安定せず急激な血液学的機能の低下が

見られる患者。 

3） 骨転移による疼痛緩和のため過去 3 ヵ月以内に本剤の投与を受けたことのある患者。 

4） 播種性血管内凝固症候群（DIC）と診断された患者又は急激な血小板減少がみられる患者。 

厚生労働省のDIC 診断基準（下表）をもとに診断する。DIC 疑いの場合もできる限り

除外する。 

トロンビン・アンチトロンビンⅢ複合体（TAT）の検査も推奨される。 

必要に応じ骨髄穿刺、骨髄生検等で骨髄抑制の状況を確認し、重篤な骨髄抑制がなけ

れば慎重投与となるが、重篤な骨髄抑制のある患者への投与は禁忌である。 

 

播種性血管内凝固症候群（DIC）診断基準（厚生省特定血液凝固異常症調査研究班1988 より） 

得  点 1 点 2 点 3 点 

血清FDP 値（μg／mL） 10≦ ＜20 20≦ ＜40 40≦ 

血小板数（×104／mm3） 12≧ ＞8 8≧ ＞5 5≧ 

血漿フィブリノーゲン濃度（mg／dL） 150≧ ＞100 100≧  

プロトロンビン時間（時間比） 1.25≦ ＜1.67 1.67≦  

基礎疾患 あり   

出血症状 あり   

臓器症状 あり   

判  定 7 点以上：DIC、6 点：DIC 疑い、5 点以下：DIC の可能性少ない 

 

5） 重篤な腎機能障害がある患者（NCI 共通毒性規準グレード3～4 の腎不全等）及び急激な

腎機能の悪化が認められる患者。 

 禁忌：重篤な腎機能障害 慎重投与 

NCI-CTC Grade 3-4 NCI-CTC Grade 2 

急性腎不全 
クレアチニンがベースラインよりも＞3 倍 

又は＞4.0 mg/dL 増加； 入院を要する 

クレアチニンがベースラインの

＞2-3 倍に増加 

慢性腎臓病 
GFR 推定値又はクレアチニンクリアランス*＜

30mL/min/1.73m2 

GFR 推定値又はクレアチニン 

クリアランス* 

59-30mL/min/1.73m2 

*体表面積補正をしたクレアチニンクリアランス 

 

6） 多発性骨髄腫の患者。 

7） 以下のような要因による疼痛が主たる患者。 

骨折、脊髄圧迫、神経根圧迫、腫瘍の骨外浸潤、神経障害性疼痛、筋筋膜性疼痛、内臓痛、

関節炎等。 



 

3-5．慎重投与（次の患者には慎重に投与して下さい） 

（1） 骨髄抑制のある患者［骨髄抑制を増悪させるおそれがある。］ 

（2） 感染症を合併している患者［骨髄抑制により、感染症が悪化するおそれがある。］ 

（3） 腎障害のある患者［腎機能の低下により、副作用が強くあらわれるおそれがある。］ 

（4） 高齢者（添付文書の「高齢者への投与」の項参照） 

 

3-6．反復投与・他の治療方法との併用 

・ 骨髄抑制のある抗悪性腫瘍薬による積極的治療を実施中、又は、その予定のある患者では、

本剤による骨髄抑制の増強、又は、骨髄抑制からの回復が遷延する可能性も考慮し、原疾患に

対する抗がん治療への影響を考慮して慎重に患者選択を行う。 

・ 骨髄抑制のある抗悪性腫瘍薬と本剤との使用間隔は、各治療による血液学的検査値の最低値

の出現時期を勘案し、使用時期、休薬期間及び使用再開時期などを慎重に決定する。 

・ 本剤と抗悪性腫瘍薬の併用に関しては、各治療による骨髄抑制の程度及び血液学的検査値の

最低値の出現時期を十分考慮して慎重に決定する。 

・ 造血骨髄のある椎骨や骨盤への広範に外部放射線照射を行う場合は、本剤併用により骨髄抑

制が増強する可能性があるので、併用する場合は各々の骨髄機能低下の時期を考慮して慎重に

行う。 

・ 原疾患に対する治療を行っている患者、又は治療を予定している患者に対しては、本剤の骨

髄抑制によって原疾患に対する治療が施行できなくなる場合があるので、慎重に患者を選択す

る。 

・ ホルモン療法又はビスホスホネート剤やデノスマブなどのbone-modifying agent（骨修飾薬）

との併用は可能であり、中止する必要はない。 

・ 反復投与する場合は、前回投与から少なくとも3ヵ月以上の間隔をとり、かつ骨髄機能の回復

を確認した上で適応を判断する。前回投与時に無効であった患者には再投与しないこと。 

 

3-7．臨床適応 
 

骨シンチグラムで疼痛に一致する部位に集積増加があり、標準的な緩和治療（鎮痛剤、鎮痛補助薬、

抗がん薬物療法又は外部照射など）では、十分で質の高い疼痛管理が困難、又は、適応困難な患者

における骨転移による疼痛の緩和 

 

本剤は1回の静脈内投与で全身の治療が可能であるため、外部照射では効率的な治療が困難な

複数箇所に広がった骨転移や、限局性（単発性）の骨転移においても外部照射の適応が困難な患

者の疼痛緩和に応用されています。また、放射線治療は鎮痛薬による薬物療法と異なり、がん性

疼痛の原因療法であり、骨転移の疼痛緩和の第一選択の手段とされています。 

本剤の臨床適応と、骨転移痛の標準的な治療法である外部照射や鎮痛剤との関係からみた具体

的な臨床的応用例について以下に示します。 

 

 



＜外部照射との関連における臨床的応用例＞ 

・ 多発性又は散在性の疼痛部位を有し、特に遊走性（痛みの部位が移動し変わること）の疼

痛を有する患者 

・ 外部照射による治療部位で再発した疼痛を有する患者 

・ 外部照射の既往があり、治療部位が耐容線量に達した症例での疼痛（脊髄への照射が40～

45Gyに達している場合など） 

・ 照射のための体位がとれない部位の疼痛 

・ 過照射による急性副作用が著明な危険臓器（骨盤部の腸管、頸椎での咽頭・食道及び肋骨

での肺）の隣接部位での疼痛 

・ 外部照射の分割照射が必要で、通院が困難な場合 

・ 外部照射後の追加的な補助療法 

・ 外部照射実施部位以外の転移部位での新たな疼痛発生の抑制を期待する場合 

 

＜標準的鎮痛薬との関連における臨床的応用例＞ 

・標準的鎮痛薬（NSAIDs又はオピオイド）を用いても、十分で質の高い疼痛緩和が困難な患者。 

・ 特に、オピオイドが効きにくい体動痛などを軽減し、ADLの改善を目的とする場合。 

・ 非オピオイドを服用中で疼痛が悪化した患者（WHOラダー2への移行段階）。 

・ 副作用のため鎮痛薬の使用又は増量が困難な患者。 

・ 突発痛の発症を防ぐために増量しているオピオイドの服用量を減量したい場合。 

・ NSAIDsの副作用（長期使用による胃腸障害、腎障害等）やオピオイドの副作用（便秘、嘔

吐、眠気等）を低減し、QOLを改善したい場合。 

 

3-8．適切な患者の選択 

本剤は以下のような要因で、一般に、骨転移の早期例でより効果があり、逆に末期のがん患者

では除痛効果がより低く、副作用がより著明となるといわれています。 

有効性に関しては、数個の骨転移病巣では、広範に広がるびまん性の骨転移と比較して、病巣

当たりのSr-89の集積率が高くなること、また、組織酸素濃度が高くなるようなヘモグロビン値

が高い（一般状態（PS）が良好で栄養状態がよい）患者では、β線による酸素効果が期待されて

います。一方、骨転移の進行した患者では、骨折、脊髄圧迫、神経根圧迫、腫瘍の骨外浸潤、神

経障害性疼痛などの要因による疼痛が重なる可能性が高くなります。（付録2 Q2-1参照） 

一方、安全性に関しては、骨転移の進行した患者においては、腫瘍の骨髄浸潤の伸展及び化学

療法や外部照射などの治療歴による骨髄抑制により、本剤投与前からすでに骨髄機能（予備能）

が著しく低下している可能性があります。また、広範な骨転移をきたしている患者では、本剤の

骨における集積・保持の割合が大きくなり、それに伴う骨髄抑制が顕著となる可能性があります。

このため、相乗的に骨髄抑制が増強する可能性があります。さらに、骨転移末期で潜在的な播種

性血管内凝固症候群（DIC） の進行が重なった場合には、本剤による血小板低下により、その病

態が遷延する可能性があります。 

したがって、有痛性骨転移の疼痛緩和治療において、本剤の特徴を活かして、より有効に安全

に使用するためには、骨転移痛が生じた早期の段階からの使用を考慮し、また、その治療法を患

者に伝えておくことが推奨されます。また、これにあたっては米国核医学会ガイドラインにおけ



る「望ましい検査値」は参考になるので、表1（3頁）の備考欄に示します。 

以上の骨転移の進行と本剤の有効性及び安全性との関係について、概念的に図3に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4．ストロンチウム-89 による治療 



4-1．本剤投与前の患者への説明及び指導 

「付録3 患者さん用パンフレット」に基づいて、本剤による治療について十分に説明して下さ

い。 

また、患者が本剤投与前に遵守すべき注意事項及び本剤投与後の患者・家族（介護者）が遵守

すべき臨床上の注意事項及び安全管理上の注意事項（本パンフレットの付表－1）に関して、「付

録3 患者さん用パンフレット」を用いて説明・ご指導をお願いします。 

 

4-2．前処置（本剤投与前の患者への指導） 

・ 本剤投与前の絶食は不要です。カルシウム剤が長期投与されている場合には、高カルシウム

血症ではないことを確認して下さい。 

・ 注射当日を含み投与後数日間は、十分に水分を摂取し、排尿により腎・尿路系からの本剤の

排泄を促すようご指導下さい。 

 

4-3．投与量と投与方法 

・ 本剤投与前に、「付録8 適応候補患者チェックリスト」を参考に本剤投与患者の適格性に関

して再確認を行って下さい。 

・ 本剤の投与量が2.0MBq／kgとなるように（一人当たり最大141MBｑ）、患者の体重及び放射能

の減衰を基に放射線測定器にて放射能を実測し本剤の投与液量を決定して下さい（付録7 放射

能の経時的変化 参照）。（なお、本剤から放出されるβ線の制動放射線をγ線核種用NaI(Tl) 

シンチレーション計数装置あるいは井戸形電離箱で実測し、その値から計算によりβ線の放射

能濃度を測定することは、十分に有効です。） 

・ 術者の手指への被ばく及び血管外漏出を防ぐために翼状針等で静脈を確保した後、ゆっくり

と（1～2分かけて）静脈内に投与し、三方活栓を用いて生理食塩水でシリンジ及び静注ライン

をフラッシュして下さい。 

・ 万一、血管外漏出に気いたら、ただちに注射を中断し、漏洩部位にマーキングを行うととも

に、加温及びマッサージにより拡散を促して下さい。 

・ なお、調製時や投与時の放射線安全管理上の注意事項については、本パンフレット 付表－3

をご参照下さい。 

 

4-4．投与後の患者管理 

・ 本剤の投与のための入院は不要であり、投与当日の帰宅が可能です。 

・ 定期的に血液検査を行って骨髄抑制に関しモニターをお願いします（モニタリングは本剤

投与後、原則として隔週毎に定期的に行って下さい。必要に応じより詳細な検査を推奨しま

す。） 

骨髄抑制などの副作用がみられた場合には、観察を十分に行い、必要に応じ適切な処置をお

願いします。 

・ 本剤による効果の発現は通常投与後1～2週間、症例によっては4週間ほど要するのでその除

痛効果の評価は投与後4週が経過してから行って下さい。 

 

 



4-5．放射線安全管理上の注意 

・ 投与後、特に尿失禁のある患者においては、尿による放射能汚染を最小限にするように十分

にご注意、ご指導をお願いします。 

・ オムツ・導尿カテーテル等を使用している場合は、以下の注意をお願いします。 

- 特に尿失禁のある患者でオムツを使用する場合にはビニール製のシーツを使用させること

も推奨される。 

- 導尿カテーテルを使用する場合、尿パック中の尿はトイレに捨て、水を2回流し、処理後は

よく手を洗うこと。 

- 院内における、本剤投与後初期の患者オムツの放射線管理と保管期間に関しては、放射性物

質としての「下限数量」（ストロンチウム-89の場合1MBq）を目安とすることができる＊。す

なわち、残存放射能が1MBq未満であると推定できる廃棄物については、感染性廃棄物として

扱っても放射線防護上は差し支えないと考えられる。（適正使用マニュアル 臨床編 5-4 投

与後の患者管理 参照） 

 

＊ただし、本邦では固体状の放射性廃棄物に対して、規制対象であった放射性物質が下限数量未

満に減衰すれば放射性物質として扱う必要がないとする考え方は導入されていないので、下限

数量を目安とすることについては、関係者の理解を得ることが重要である。 

 

・ 患者の汚物を処理する際は、以下の注意をお願いします。 

- 患者の尿や糞便、又は血液に触れる可能性がある場合、またこれらで汚染された衣類を取り

扱う場合には、手袋を着用すること。 

- 患者の排泄物等に触れた場合や作業後は、必ず石鹸を用いて手をよく洗うこと。 

 

なお、緊急の医学的処置が必要な場合には、上記の放射線防護に関する遵守事項よりも、適切

な医学的処置が優先されます。 

 

5．その他 

・ 本剤による抗腫瘍効果を示す証拠は明確ではありません。（本剤による治療は、骨転移によ

る骨性疼痛の緩和が目的です） 

 

 

以上 

 


